
  
 

子どもの権利侵害に関する相談・救済の流れ 

子どもの権利擁護委員（条例第25 条）、相談・調査専門員（条例第 子ども・保護者など 関係する機関等 
  35条第1 項） 

いじめや虐待など 
の権利侵害 

電話 相談対応（相談・調査専門員）（条例第29 条） ファックス 
メール 
手紙 など 

区及び区民や事業者は 

擁護委員の活動に協力 

（条例第28 条） 

傾聴 助言 

支援 状況の改善を希望 

子どもの権利侵害を取り除くことや防ぐことについての申立て 
（条例第29 条） 書面 口頭 

擁護委員自ら必要とす 
る調査の実施（条例第 

調査実施（条例第30 条第1 項、第2 項） 

 30 条第1 項） 

※ 調査のための協力要請（条例第30 条第2 項） 
説明 文書提出 

立入調査など 

調整（条例第30 条第３項） 仲介、代弁 など 

他相談機関と連携 

② 子どもの権利侵害を取り除くための要請（条例第 31 

条第1 項）【注１】 関係機関の場合でも、 
区長及び教育委員会、 
申立者(同意者)への 
事前通知が必要 子どもの権利侵害を防ぐため制度の改善を求める意見 

を表明（条例第31 条第2 項）【注１】 （ 規則第11条） 

改善に向けた対応 
条例第31 条第3 

項、第4 項 

関係機関の場合は 
努力義務 （ 

対応の報告請求(区の機関） 対応の報告 
(区の機関） （ 条例第31 条第5 項） 

対応の終了 

改善 

公表（条例第31 条第6 項）【注１】 

規則第13条（公表） 理解、納得、回復 条例第31条第6項の規定による要請、意見 
及び対応についての報告の内容の公表及び 
条例第33条の規定による活動の内容の公表 
は、公告その他の広く区民に周知させる方
法により行うものとする。 

活動の報告（条例第33 条） 

普及・啓発（条例第26 条第8 号） 

見守りなどの支援（条例第32 条） 

① 
【 注１】 擁護委員による協議（条例第31 条第７項） 


